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　（債務負担行為）

第２条　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、

　期間及び限度額は、「第２表債務負担行為」による。

       令和４年３月２３日提出

令和４年度大里広域市町村圏組合一般会計予算

　令和４年度大里広域市町村圏組合の一般会計予算は、次に定めるところによる。

議案第１号

大里広域市町村圏組合管理者　小　林　哲　也

　（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，４２５，６９５千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表歳入歳出予算」による。
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　 第 １ 表　　歳入歳出予算

   歳     入 単位　　千円　　

款 項

 1 分担金及び負担金 3,406,804    

 1 負担金 3,406,804    

 2 使用料及び手数料 646,600    

 1 手数料 646,600    

 3 国庫支出金 93,983    

 1 国庫補助金 93,983    

 4 財産収入 803    

 1 財産運用収入 803    

 5 繰入金 142,890    

 1 基金繰入金 142,890    

 6 繰越金 60,000    

 1 繰越金 60,000    

 7 諸収入 74,615    

 1 雑入 74,615    

4,425,695    

金 額

歳 入 合 計

2
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   歳     出 単位　　千円　　

款 項

 1 議会費 2,279    

 1 議会費 2,279    

 2 総務費 83,155    

 1 総務管理費 82,995    

 2 公平委員会費 54    

 3 監査委員費 106    

 3 衛生費 4,188,734    

 1 清掃費 4,188,734    

 4 公債費 141,527    

 1 公債費 141,527    

 5 予備費 10,000    

 1 予備費 10,000    

4,425,695    

金 額

歳 出 合 計
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　 第 ２ 表　　債務負担行為

事　　　　　　項 期　間 限　度　額

 新ごみ処理施設ＰＦＩ導入可能性調査、環境影響評価及び事業者選定業務委託
（別府・樫合）

令和５年度から
令和６年度まで

293,000千円
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　１　総　 括

      （歳　　 入） 単位　　千円　　

款

 1 分担金及び負担金 3,406,804  3,223,648  183,156  

 2 使用料及び手数料 646,600  629,400  17,200  

 3 国庫支出金 93,983  0  93,983  

 4 財産収入 803  726  77  

 5 繰入金 142,890  0  142,890  

 6 繰越金 60,000  55,000  5,000  

 7 諸収入 74,615  72,955  1,660  

4,425,695  3,981,729  443,966  

歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比　　　　　　　較

歳 入 合 計

5

5

総 括

総 括



      （歳　　出） 単位  　千円　　

款

 1 議会費 2,279 2,212 67 0 0 2,279 0

 2 総務費 83,155 77,540 5,615 0 0 78,155 5,000

 3 衛生費 4,188,734 3,750,220 438,514 93,983 0 4,049,751 45,000

 4 公債費 141,527 141,757 △ 230 0 0 141,527 0

 5 予備費 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000

4,425,695 3,981,729 443,966 93,983 0 4,271,712 60,000歳 出 合 計

本　年　度

予　算　額

前　年　度

予　算　額
比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

6

6

総 括

総 括



２　歳　入

第  1款 分担金及び負担金        3,406,804

第  1項 負担金        3,406,804 単位  千円　

節   

目

 1 事務費負担金 80,364 79,682 682  1 事務費負担金 80,364 事務費負担金 80,364

 2 衛生費負担金 3,326,440 3,143,966 182,474  1 清掃費負担金 3,326,440 可燃物処理施設管理運営費負担金 2,490,427

不燃物処理施設管理運営費負担金 444,083

長寿命化施設整備事業費負担金 141,527

新施設整備事業費負担金 250,403

計 3,406,804 3,223,648 183,156

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

7

7

第 1款 分担金及び負担金 第 1項 負担金

第 1款 分担金及び負担金 第 1項 負担金

8第 2款 使用料及び手数料 第 1項 手数料



第  2款 使用料及び手数料        646,600

第  1項 手数料        646,600 単位  千円　

節   

目

 1 衛生手数料 646,600 629,400 17,200  1 清掃手数料 646,600 ごみ処理手数料 646,600

計 646,600 629,400 17,200

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

7第 1款 分担金及び負担金 第 1項 負担金

8

8

第 2款 使用料及び手数料 第 1項 手数料

第 2款 使用料及び手数料 第 1項 手数料

9第 3款 国庫支出金 第 1項 国庫補助金



第  3款 国庫支出金        93,983

第  1項 国庫補助金        93,983 単位  千円　

節   

目

 1 衛生費国庫補 93,983 0 93,983  1 清掃費補助金 93,983 循環型社会形成推進交付金 93,983

助金

計 93,983 0 93,983

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

8第 2款 使用料及び手数料 第 1項 手数料

9

9

第 3款 国庫支出金 第 1項 国庫補助金

第 3款 国庫支出金 第 1項 国庫補助金

10第 4款 財産収入 第 1項 財産運用収入



第  4款 財産収入        803

第  1項 財産運用収入        803 単位  千円　

節   

目

 1 利子及び配当 803 726 77  1 利子及び配当 803 不燃物処理施設建設基金運用益 179

金 金 ごみ処理施設整備基金運用益 624

計 803 726 77

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

9第 3款 国庫支出金 第 1項 国庫補助金

10

10

第 4款 財産収入 第 1項 財産運用収入

第 4款 財産収入 第 1項 財産運用収入

11第 5款 繰入金 第 1項 基金繰入金



第  5款 繰入金        142,890

第  1項 基金繰入金        142,890 単位  千円　

節   

目

 1 ごみ処理施設 142,890 0 142,890  1 ごみ処理施設 142,890 ごみ処理施設整備基金繰入金 142,890

整備基金繰入 整備基金繰入

金 金

計 142,890 0 142,890

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

10第 4款 財産収入 第 1項 財産運用収入

11

11

第 5款 繰入金 第 1項 基金繰入金

第 5款 繰入金 第 1項 基金繰入金

12第 6款 繰越金 第 1項 繰越金



第  6款 繰越金        60,000

第  1項 繰越金        60,000 単位  千円　

節   

目

 1 繰越金 60,000 55,000 5,000  1 繰越金 60,000 前年度繰越金 60,000

計 60,000 55,000 5,000

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

11第 5款 繰入金 第 1項 基金繰入金

12

12

第 6款 繰越金 第 1項 繰越金

第 6款 繰越金 第 1項 繰越金

13第 7款 諸収入 第 1項 雑入



第  7款 諸収入        74,615

第  1項 雑入        74,615 単位  千円　

節   

目

 1 雑入 74,615 72,955 1,660  1 雑入 74,615 物品売払収入 72,349

その他の雑入 2,266

計 74,615 72,955 1,660

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

12第 6款 繰越金 第 1項 繰越金

13

13

第 7款 諸収入 第 1項 雑入

第 7款 諸収入 第 1項 雑入



３　歳　出

第  1款 議会費        2,279

第  1項 議会費        2,279 単位　千円　

目

 1 議会費 2,279 2,212 67 0 0 2,279 0 ○ 議会運営経費 2,279  1 報酬 議長報酬 76

副議長報酬 62

議員報酬 764

 8 旅費 費用弁償 536

一般旅費 70

 9 交際費 議長交際費 57

10 需用費 消耗品費 57

印刷費 325

食糧費 12

13 使用料及び賃 使用料 60

借料 自動車その他借上料 260

計 2,279 2,212 67 0 0 2,279 0

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

14

14

第 1款 議会費 第 1項 議会費

第 1款 議会費 第 1項 議会費

15第 2款 総務費 第 1項 総務管理費



第  2款 総務費        83,155

第  1項 総務管理費        82,995 単位　千円　

目

 1 一般管理費 82,995 77,379 5,616 0 0 77,995 5,000 ○ 人件費 62,654  1 報酬 会計年度補助職員報酬 1,856

 2 給料 行政職給 29,400

管理者給 88

副管理者給 158

 3 職員手当等 扶養手当 1,056

管理職手当 2,304

地域手当 996

住居手当 498

通勤手当 606

時間外勤務手当 545

特殊勤務手当 5

期末手当 7,113

勤勉手当 5,654

児童手当 360

 4 共済費 市町村職員共済組合負担金

11,225

地方公務員災害補償基金負担

金 767

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

14第 1款 議会費 第 1項 議会費

15

15

第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

16第 2款 総務費 第 1項 総務管理費



目

労災保険料 7

 8 旅費 費用弁償 16

○ 事務局費 20,341  1 報酬 委員等報酬 166

 5 災害補償費 療養補償費 1

休業補償費 1

公務災害見舞金 1

 7 報償費 弁護士謝金 50

 8 旅費 一般旅費 46

研修旅費 25

 9 交際費 管理者交際費 57

10 需用費 消耗品費 440

光熱水費 2,509

自動車燃料費 257

食糧費 3

自動車修繕料 130

器具修繕料 50

施設その他修繕料 1,300

11 役務費 郵便料 93

情報通信費 698

火災保険料 18

自動車任意保険料 37

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

15第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

16

16

第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

17第 2款 総務費 第 1項 総務管理費



目

手数料 5,547

12 委託料 委託料 1,239

保守委託料 212

警備委託料 109

清掃委託料 368

13 使用料及び賃 使用料 220

借料 借上料 31

土地借上料 600

事務機器借上料 308

情報機器借上料 5,445

テレビ受信料 15

17 備品購入費 器具購入費 75

18 負担金、補助 負担金 51

及び交付金 研修等負担金 61

補助金 12

交付金 166

計 82,995 77,379 5,616 0 0 77,995 5,000

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

16第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

17

17

第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

18第 2款 総務費 第 2項 公平委員会費



第  2項 公平委員会費        54 単位　千円　

目

 1 公平委員会費 54 54 0 0 0 54 0 ○ 公平委員会業務経費  1 報酬 委員等報酬 27

54  8 旅費 費用弁償 5

一般旅費 1

 9 交際費 委員会交際費 20

10 需用費 食糧費 1

計 54 54 0 0 0 54 0

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

17第 2款 総務費 第 1項 総務管理費

18

18

第 2款 総務費 第 2項 公平委員会費

第 2款 総務費 第 2項 公平委員会費

19第 2款 総務費 第 3項 監査委員費



第  3項 監査委員費        106 単位　千円　

目

 1 監査委員費 106 107 △1 0 0 106 0 ○ 事務局運営経費 106  1 報酬 委員等報酬 46

 8 旅費 費用弁償 15

一般旅費 1

 9 交際費 委員交際費 20

10 需用費 消耗品費 2

13 使用料及び賃 使用料 22

借料

計 106 107 △1 0 0 106 0

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

18第 2款 総務費 第 2項 公平委員会費

19

19

第 2款 総務費 第 3項 監査委員費

第 2款 総務費 第 3項 監査委員費

20第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



第  3款 衛生費        4,188,734

第  1項 清掃費        4,188,734 単位　千円　

目

 1 清掃総務費 1,715,976 1,323,086 392,890 93,983 0 1,591,993 30,000 ○ 人件費 162,376  1 報酬 会計年度嘱託職員報酬 6,982

会計年度補助職員報酬 1,948

 2 給料 行政職給 76,284

 3 職員手当等 扶養手当 2,454

管理職手当 3,240

地域手当 2,508

住居手当 882

通勤手当 1,402

時間外勤務手当 1,500

特殊勤務手当 57

期末手当 18,005

勤勉手当 13,646

児童手当 960

会計年度任用職員期末手当

1,397

 4 共済費 市町村職員共済組合負担金

29,258

労災保険料 148

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

19第 2款 総務費 第 3項 監査委員費

20

20

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

21第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

雇用保険料 175

健康保険・厚生年金保険料

1,297

 8 旅費 費用弁償 233

○ 管理運営経費  8 旅費 一般旅費 130

1,249,165 10 需用費 消耗品費 250

被服費 55

施設補修費 33,000

自動車燃料費 77

食糧費 5

自動車修繕料 70

器具修繕料 50

11 役務費 郵便料 160

情報通信費 315

自動車損害保険料 26

自動車任意保険料 15

手数料 300

13 使用料及び賃 事務機器借上料 319

借料

14 工事請負費 工事請負費 566,907

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

20第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

21

21

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

22第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

18 負担金、補助 負担金 45

及び交付金 研修等負担金 212

交付金 600,000

24 積立金 基金積立金 47,224

26 公課費 自動車重量税 5

○ 次期処理施設建設準備  7 報償費 謝金 216

事業 304,435  8 旅費 費用弁償 5

一般旅費 250

10 需用費 消耗品費 150

自動車燃料費 40

食糧費 11

11 役務費 郵便料 20

情報通信費 130

12 委託料 委託料 285,000

設計委託料 18,000

13 使用料及び賃 事務機器借上料 497

借料

18 負担金、補助 負担金 116

及び交付金

 2 熊谷衛生セン 1,040,957 1,041,506 △549 0 0 1,035,957 5,000 ○ 管理運営経費  8 旅費 一般旅費 12

ター費 1,040,957 10 需用費 消耗品費 3,850

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

21第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

22

22

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

23第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

被服費 45

光熱水費 161,000

燃料費 16,600

自動車燃料費 45

食糧費 5

自動車修繕料 70

器具修繕料 20

施設その他修繕料 17,000

薬剤等購入費 61,000

11 役務費 自動車損害保険料 20

火災保険料 907

自動車任意保険料 16

手数料 224

12 委託料 委託料 330,000

管理運営委託料 413,820

保守委託料 34,300

警備委託料 175

清掃委託料 519

13 使用料及び賃 借上料 31

借料 事務機器借上料 172

テレビ受信料 15

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

22第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

23

23

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

24第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

26 公課費 汚染負荷量賦課金 1,111

 3 深谷清掃セン 487,817 496,157 △8,340 0 0 482,817 5,000 ○ 管理運営経費 487,817  8 旅費 一般旅費 12

ター費 10 需用費 消耗品費 1,530

被服費 20

光熱水費 80,000

燃料費 660

自動車燃料費 100

食糧費 5

自動車修繕料 40

施設その他修繕料 12,000

薬剤等購入費 32,500

11 役務費 情報通信費 150

火災保険料 536

自動車任意保険料 13

手数料 80

12 委託料 委託料 123,000

管理運営委託料 195,800

保守委託料 40,000

警備委託料 103

清掃委託料 450

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

23第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

24

24

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

25第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

13 使用料及び賃 借上料 31

借料 事務機器借上料 172

テレビ受信料 15

26 公課費 汚染負荷量賦課金 600

 4 江南清掃セン 447,593 440,679 6,914 0 0 442,593 5,000 ○ 管理運営経費 447,593  8 旅費 一般旅費 9

ター費 10 需用費 消耗品費 1,800

被服費 30

光熱水費 92,000

燃料費 1,500

自動車燃料費 40

食糧費 5

自動車修繕料 40

器具修繕料 20

施設その他修繕料 6,800

薬剤等購入費 25,000

11 役務費 情報通信費 200

火災保険料 145

自動車任意保険料 27

手数料 588

12 委託料 委託料 114,000

管理運営委託料 186,450

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

24第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

25

25

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

26第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

保守委託料 18,000

警備委託料 149

清掃委託料 208

13 使用料及び賃 借上料 31

借料 事務機器借上料 128

テレビ受信料 15

17 備品購入費 器具購入費 70

26 公課費 汚染負荷量賦課金 338

 5 大里広域クリ 496,391 448,792 47,599 0 0 496,391 0 ○ 管理運営経費 496,391  8 旅費 一般旅費 24

ーンセンター 10 需用費 消耗品費 2,200

費 被服費 60

印刷費 108

施設補修費 35,000

光熱水費 10,600

自動車燃料費 197

食糧費 5

自動車修繕料 5,100

器具修繕料 10

施設その他修繕料 6,000

11 役務費 情報通信費 274

自動車損害保険料 127

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

25第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

26

26

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

27第 3款 衛生費 第 1項 清掃費



目

火災保険料 104

自動車任意保険料 28

手数料 3,000

12 委託料 委託料 211,000

管理運営委託料 162,360

保守委託料 1,175

警備委託料 1,073

清掃委託料 971

13 使用料及び賃 借上料 31

借料 土地借上料 122

事務機器借上料 389

テレビ受信料 15

14 工事請負費 工事請負費 54,900

15 原材料費 工事材料費 800

17 備品購入費 器具購入費 255

24 積立金 基金積立金 179

26 公課費 自動車重量税 284

計 4,188,734 3,750,220 438,514 93,983 0 4,049,751 45,000

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

26第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

27

27

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

28第 4款 公債費 第 1項 公債費



第  4款 公債費        141,527

第  1項 公債費        141,527 単位　千円　

目

 1 元金 140,200 140,200 0 0 0 140,200 0 ○ 組合債等償還経費 22 償還金、利子 元金 140,200

140,200 及び割引料

 2 利子 1,327 1,557 △230 0 0 1,327 0 ○ 組合債等償還経費 22 償還金、利子 利子 1,327

1,327 及び割引料

計 141,527 141,757 △230 0 0 141,527 0

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

27第 3款 衛生費 第 1項 清掃費

28

28

第 4款 公債費 第 1項 公債費

第 4款 公債費 第 1項 公債費

29第 5款 予備費 第 1項 予備費



第  5款 予備費        10,000

第  1項 予備費        10,000 単位　千円　

目

 1 予備費 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000 ○ 予備費 10,000 28 予備費 予備費 10,000

計 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000

説 明特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比　　較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 節　区　分

28第 4款 公債費 第 1項 公債費

29

29

第 5款 予備費 第 1項 予備費

第 5款 予備費 第 1項 予備費



30

△ 510

計 △ 8 △ 440 △ 440

議　　　　　員 70 70比
　
　
較

長　　　　　等

その他の特別職 △ 8 △ 510

749

計 55 1,581 246 1,827

246

議　　　　　員 17 832 832
前
　
年
　
度

長　　　　　等 3 246

その他の特別職 35 749

計 47 1,141 246 1,387

その他の特別職 27 239 239

議　　　　　員 17 902 902

給　料 その他の手当 計

本
　
年
　
度

長　　　　　等 3 246

１　特　別　職 （単位　千円）

区　　　　分
職　員　数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
備　　　　　考

報　酬

246

30

給 与 費 明 細 書



通勤手当には、週３８時間４５分未満勤務の会計年度任用職員の費用弁償（通勤費）を含む。

31

21,148 1,500

比 較 △ 20 0 △ 4,223 △ 1,848

26,515 19,300 1,320

30,738

△ 180

前 年 度 2,065 62

児 童 手 当

本 年 度 2,045 62

特殊勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

8 504 △ 422

の 内 訳 区 分 時間外勤務手当

876 2,679

職 員 手 当 比 較 △ 462 0

3,504 1,380 2,257

前 年 度 3,972 5,544 3,496

本 年 度 3,510 5,544

住 居 手 当 通 勤 手 当管理職手当 地 域 手 当

（ ）内は、週３８時間４５分未満勤務の会計年度任用職員の予算積算人数。

（単位　千円）

区 分 扶 養 手 当

235,491

比　　　較
(0)
0

1,246 △ 1,308 △ 6,643 △ 6,705 △ 3,756 △ 10,461

42,877 225,030

前　年　度
(8)
23

9,540 107,238 72,080 188,858 46,633

報　酬 給　料 職員手当 計

本　年　度
(8)
23

10,786 105,930 65,437 182,153

31

２　一　般　職

　(１)　総　括
（単位　千円）

区　　　分
職　員　数

（人）

給　　　　　与　　　　　費
共　済　費 合　　　計 備　　　考



　　ア　会計年度任用職員以外の職員

　　イ　会計年度任用職員

通勤手当には、週３８時間４５分未満勤務の会計年度任用職員の費用弁償（通勤費）を含む。

32

比 較 611

1,397
786前 年 度

児 童 手 当
本 年 度

特殊勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当
△ 1

の 内 訳 区 分 時間外勤務手当

250
職 員 手 当 比 較

249
前 年 度
本 年 度

住 居 手 当 通 勤 手 当管理職手当 地 域 手 当

（ ）内は、週３８時間４５分未満勤務の会計年度任用職員の予算積算上の延べ人数であり、任期の長短にかかわらず、任用毎に１人として積算。
（単位　千円）

区 分 扶 養 手 当

11,807

比　　　較
(0)

1,246 610 1,856 396 2,252

1,627 14,059

前　年　度
(8)

9,540 1,036 10,576 1,231

給　料 職員手当 計

本　年　度
(8)

10,786 1,646 12,432

△ 1,848 △ 180

（単位　千円）

区　　　分
職　員　数

（人）
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考
報　酬

29,952 21,148 1,500
比 較 △ 20 0 △ 4,834

62 25,118 19,300 1,320
前 年 度 2,065 62

勤 勉 手 当 児 童 手 当
本 年 度 2,045

時間外勤務手当 特殊勤務手当 期 末 手 当
0 8 504 △ 421

の 内 訳 区 分

3,496 876 2,429
職 員 手 当 比 較 △ 462

5,544 3,504 1,380 2,008
前 年 度 3,972 5,544

住 居 手 当 通 勤 手 当
本 年 度 3,510

管理職手当 地 域 手 当
（単位　千円）

区 分 扶 養 手 当

223,684
比　　　較 0 △ 1,308 △ 7,253 △ 8,561 △ 4,152 △ 12,713

41,250 210,971
前　年　度 23 107,238 71,044 178,282 45,402

職員手当 計
本　年　度 23 105,930 63,791 169,721

32
（単位　千円）

区　　　分
職　員　数

（人）
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考
報　酬 給　料



支給月数の増による

33

職員の異動等に伴う減分
△6,324千円

期末手当（会計年度）の増分
611千円

△929千円

２その他の増減分 △ 6,324

職員手当 △ 6,642 １制度改正に伴う増減分 △ 318 期末手当（会計年度以外）の減分

　　　前年度 23人
　　　増　減 0人

３その他の増減分 △ 1,999 職員の異動等に伴う減分 職員の異動状況
△1,999千円 　　　本年度 23人

7月1日 20人
〃 1月1日 1人

２普通昇給に伴う増分 691 平均昇給率 0.66%
　（職員数）

昇給日

給　　料 △ 1,308 １給与改定に伴う増減分 0 令和３年度給与改定なし

33

　(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳（千円） 説　　　　　明 備　　　　　　　　　　考



大　　　　　学　　　　　卒 188,700 182,200

34

高　　　　　校　　　　　卒 160,100 150,600

短　　　　　大　　　　　卒 171,700 163,100

459,751

平 均 年 齢 （ 年 . 月 ） 51.5

　　イ　初　任　給

区　　　　　　　　分 行　　　　政　　　　職 （円） 国　　　の　　　制　　　度 （円）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 458,068

平 均 年 齢 （ 年 . 月 ） 50.8

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 381,965

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

34

(３)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

区　　　　　　　　　　　　　　　分 行　　　　　政　　　　　職

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 379,717



35

35

主 査 主 幹 副 課 長 課 長 次長・事務局長行 政 職 事 務 員 主 事 主 任

３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級

（級別の標準的な職務内容）

区 分 １ 級 ２ 級

１　　　級 ― ―

計 23 100.0

３　　　級 5 21.7

２　　　級 ― ―

5 21.7

５　　　級 2 8.7

４　　　級 7 30.5令 和 ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

８　　　級 2 8.7

７　　　級 2 8.7

６　　　級

１　　　級 ― ―

計 23 100.0

３　　　級 6 26.1

２　　　級 ― ―

５　　　級 2 8.7

４　　　級 6 26.1

8.7

７　　　級 2 8.7

６　　　級 5 21.7

　　ウ　級別職員数

区　　　　　　　　　　　分
行　　　　　　　　政　　　　　　　　職

職　　員　　数（人） 構　　成　　比（％）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

８　　　級 2



36

36

給 料 総 額 に 対 す る 比 率（％） 0.0

支給対象職員の比率（令和3年1月1日現在）（％） 34.8

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　〇変則勤務手当　

組 合 市 町 全 域 3 23 3

　　カ　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　　　　分 行　　　　　　政　　　　　　職

※（　）内は再任用職員の支給率　　　　

　　オ　地域手当

支 給 対 象 地 域 支　給　率（％） 支給対象職員数（人） 国の指定基準に基づく支給率（％）

国 の 制 度
(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

(2.25)
4.3

有

前 年 度
(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

(2.35)
4.45

有

職制上の段階、職務の
備　　　　考

６月（月分） １２月（月分）
級等による加算措置

本 年 度
(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

(2.25)
4.3

有

　　エ　期末手当・勤勉手当

区 分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）



37

37

交通用具使用者

通勤距離により 3,100円～26,100円 （2,000円～31,600円）

通 勤 手 当 一 部 異 な る

交通機関利用者  国に同じ

持ち家の場合  4,500円 （　 －　）

　　　　　　　　　新築又は購入から５年まで  7,000円 （　 －　）

満16歳の年度の初めから満22歳の年度末までの子１人について 国に同じ （5,000円加算）

住 居 手 当 一 部 異 な る

借家（借間）の場合  国に同じ

国に同じ （6,500円）

配偶者・父母等（８級職員） 国に同じ （3,500円）

子　１人について 国に同じ （10,000円）

　　キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 （ （ ） 内 は 国 の 制 度 ）

扶 養 手 当 国 に 同 じ

配偶者・父母等（７級以下の職員）



単位　千円

期    間 金    額 期    間 金    額 国県支出金 地方債 その他

新ごみ処理施設ＰＦＩ導入可能性調
査、環境影響評価及び事業者選定業務
委託（別府・樫合）

293,000
令和５年度から
令和６年度まで

293,000 97,666 0 195,334 0

支 出 予 定 額 特  定  財  源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

事          項 限 度 額

前年度末までの 当該年度以降の 左  の  財  源  内  訳

支出（見込）額

38
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合　　　計 1,017,400 877,200 0 140,200 737,000

　⑴　衛　生 1,017,400 877,200 0 140,200 737,000

元金償還見込額

１　普通債 1,017,400 877,200 0 140,200 737,000

見 込 額 現在高見込額
起 債 見 込 額

当 該 年 度 末
当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位　千円）

区　　　分 前前年度末現在高

当該年度中増減見込み
前年度末現在高
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（単位　円）

　　　負担割合等                                                                                                                                                                                      　　　　　　　                             　　　　　　　　　　　                  総　人　口

 市 町 名 （人） 均　等　割　　１０％　 人　口　割　　９０％ 合　　　　計

熊　谷　市 194,542 2,678,800 38,044,318 40,723,118

深　谷　市 142,556 2,678,800 27,875,057 30,553,857

寄　居　町 32,755 2,678,800 6,408,225 9,087,025

計 369,853 8,036,400 72,327,600 80,364,000

負　　　　　　　　　　担　　　　　　　　　　金

令和４年度大里広域市町村圏組合事務費の市町別負担金

　　　※総人口は、令和３年４月１日現在の住民基本台帳登録人口
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議案第２号 

 

令和４年度大里広域市町村圏組合可燃物処理施設管理運営費の市町別負担金について 

 

 

大里広域市町村圏組合規約第１５条第２項の規定により大里広域市町村圏組合可燃物処理施設管理運営費の市町別負担金

を次のとおりとする。 

 

 

 

令和４年３月２３日提出 

 

                          大里広域市町村圏組合管理者 小 林 哲 也 
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（単位　円）

　　　負担割合等                                                                                                                                                                                      　　　　　　　                             　　　　　　　　　　　                 総　人　口
搬  入  量
令和２年度

 市 町 名 （人） （ ｔ ） 均等割　１０％ 人口割　４５％ 搬入割　４５％ 合　　　計

熊　谷　市 194,542 70,409.22 83,014,234 589,484,071 617,389,305 1,289,887,610

深　谷　市 142,556 47,832.64 83,014,233 431,914,755 419,363,003 934,291,991

寄　居　町 32,755 9,567.31 83,014,233 99,293,324 83,939,842 266,247,399

計 369,853 127,809.17 249,042,700 1,120,692,150 1,120,692,150 2,490,427,000

令和４年度大里広域市町村圏組合可燃物処理施設管理運営費の市町別負担金

負　　　　　　　　　　担　　　　　　　　　　金

　　　※総人口は、令和３年４月１日現在の住民基本台帳登録人口
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議案第３号 

 

令和４年度大里広域市町村圏組合不燃物処理施設管理運営費の市町別負担金について 

 

 

大里広域市町村圏組合規約第１５条第２項の規定により大里広域市町村圏組合不燃物処理施設管理運営費の市町別負担金

を次のとおりとする。 

 

 

 

令和４年３月２３日提出 

 

                          大里広域市町村圏組合管理者 小 林 哲 也 
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（単位　円）

　　　負担割合等                                                                                                                                                                                      　　　　　　　                             　　　　　　　　　　　                 総　人　口
搬　入　量
令和２年度

 市 町 名 （人） （ ｔ ） 均等割　１０％ 人口割　４５％ 搬入割　４５％ 合　　　計

熊　谷　市 194,542 4,911.09 14,802,766 105,114,446 98,280,008 218,197,220

深　谷　市 142,556 4,241.17 14,802,767 77,017,315 84,870,923 176,691,005

寄　居　町 32,755 833.59 14,802,767 17,705,589 16,686,419 49,194,775

計 369,853 9,985.85 44,408,300 199,837,350 199,837,350 444,083,000

令和４年度大里広域市町村圏組合不燃物処理施設管理運営費の市町別負担金

負　　　　　　　　　　担　　　　　　　　　　金

　　　※総人口は、令和３年４月１日現在の住民基本台帳登録人口
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議案第４号 

 

令和４年度大里広域市町村圏組合長寿命化施設整備事業費の市町別負担金について 

 

 

大里広域市町村圏組合規約第１５条第２項の規定により大里広域市町村圏組合長寿命化施設整備事業費の市町別負担金を

次のとおりとする。 

 

 

 

令和４年３月２３日提出 

 

                          大里広域市町村圏組合管理者 小 林 哲 也 
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償還費内訳

　負担割合等

総人口
搬 入 量

平成26年度 総人口
搬 入 量

平成27年度

 市町名 （人） （ ｔ ） 均等割10％人口割45％搬入割45％ 合　計 （人） （ ｔ ） 均等割10％人口割45％搬入割45％ 合　計

熊 谷 市 200,866 73,008.15 1,178,866 8,382,273 9,041,141 18,602,280 199,881 72,833.10 1,154,434 8,208,541 8,889,599 18,252,574

深 谷 市 145,406 46,529.26 1,178,867 6,068,275 5,761,121 13,008,263 144,855 45,897.25 1,154,433 5,948,737 5,601,195 12,704,365

寄 居 町 35,083 8,979.93 1,178,867 1,464,152 1,112,438 3,755,457 34,766 8,959.26 1,154,433 1,427,572 1,094,056 3,676,061

計 381,355 128,517.34 3,536,600 15,914,700 15,914,700 35,366,000 379,502 127,689.61 3,463,300 15,584,850 15,584,850 34,633,000

 ※総人口は、平成２７年４月１日現在の住民基本台帳登録人口  ※総人口は、平成２８年４月１日現在の住民基本台帳登録人口

　負担割合等

総人口
搬 入 量

平成28年度

 市町名 （人） （ ｔ ） 均等割10％人口割45％搬入割45％ 合　計

熊 谷 市 199,029 70,515.81 2,384,266 16,959,647 18,169,900 37,513,813

深 谷 市 144,425 45,562.96 2,384,267 12,305,319 11,738,818 26,428,404

寄 居 町 34,284 8,839.98 2,384,267 2,922,634 2,278,882 7,585,783

計 377,738 124,918.75 7,152,800 32,187,600 32,187,600 71,528,000

 ※総人口は、平成２９年４月１日現在の住民基本台帳登録人口

令和４年度大里広域市町村圏組合長寿命化施設整備事業費の市町別負担金

3,755,457

市町名

熊　谷　市

深　谷　市

寄　居　町 3,676,061

12,704,365

　　　　（単位　円）

平成３０年度起債償還費分 合　　　　計

74,368,667

52,141,032

15,017,301

平成２８年度起債償還費分

18,602,280

平成２９年度起債償還費分

18,252,574

平成２８年度起債償還費分 平成２９年度起債償還費分

141,527,00035,366,000計 34,633,000

平成３０年度起債償還費分

負　　担　　金（償還費分）

37,513,813

26,428,404

7,585,783

71,528,000

負　　担　　金（償還費分） 負　　担　　金（償還費分）

13,008,263
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議案第５号 

 

令和４年度大里広域市町村圏組合新施設整備事業費の市町別負担金について 

 

 

大里広域市町村圏組合規約第１５条第２項の規定により大里広域市町村圏組合新施設整備事業費の市町別負担金を次のと

おりとする。 

 

 

 

令和４年３月２３日提出 

 

                          大里広域市町村圏組合管理者 小 林 哲 也 
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（単位　円）

　　　負担割合等                                                                                                                                                                                      　　　　　　　                             　　　　　　　　　　　                 総　人　口
搬  入  量
令和２年度

 市 町 名 （人） （ ｔ ） 均等割　１０％ 人口割　４５％ 搬入割　４５％ 合　　　計

熊　谷　市 194,542 70,409.22 8,346,766 59,270,390 62,076,156 129,693,312

深　谷　市 142,556 47,832.64 8,346,767 43,427,392 42,165,361 93,939,520

寄　居　町 32,755 9,567.31 8,346,767 9,983,568 8,439,833 26,770,168

計 369,853 127,809.17 25,040,300 112,681,350 112,681,350 250,403,000

令和４年度大里広域市町村圏組合新施設整備事業費の市町別負担金

負　　　　　　　　　　担　　　　　　　　　　金

　　　※総人口は、令和３年４月１日現在の住民基本台帳登録人口


